






























































































































































































































































































































































































































































































































































































　ガリオア援助(Government and Reliefin Occupied Areas)は，1947米会計年
度に陸軍省予算の中に設けられた対占領地援助である。ドイツ，オースト
リアなどにも与えられたが，1951米会計年度には日本，沖縄への援助お
よびオーストリア再教育費のみがガリオア援助として残り，他はＥＣＡ援
助に移管された149)。対日ガリオア援助予算は, GHQ/SCAPが原案を作成
し，陸軍省が編成した。 ＧＨＱ/ＳＣＡＰの予算担当者は，予算折衝の際には
渡米して，陸軍省担当者とともに交渉に当った。
　日本本土と沖縄のガリオア援助の推移は，表11の通りである。対日援
助は，経済援助と行政費からなる。 1949, 50米会計年度の２年間は，対
日経済援助の中に，経済復興のための原料，機械などを買い付けるための
エロア援助(ＥｃｏｎｏｍｉｃRehabilitationin Occupied Areas)が設けられた。以下
で，経済援助という場合には，ガリオア援助(エロア援助を含む)のうち，
行政費を除いた部分を指す。
　ＧＨＱ/ＳＣＡＰ経済科学局は，ほぼ当初の予定通り，６月27日に1952年
度援助要求案をまとめた150)。 1952米会計年度の対日経済援助要求額は
9,800万ドルであった。この案は，1952米会計年度において，日本のドル
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表11　ガリオア援助の推移（日本本土と沖縄）
収支は１億4,600万ドルの赤字になるが，貿易支払用の運転資金を4,800
万ドル削減できるので，援助供給額は9,800万ドルになると計算していた。
　援助額の算定に当っては，①1952年の食糧消費量は増加しないだろう
が，なんらかの食糧割当を必要とする，②1951米会計年度から1952米会
計年度にかけて，綿の国内消費の計測量はわずかの増加にとどめるなど，
国内の消費水準を据え置くことを前提としていた。
　６月24日, GHQ/SCAP経済科学局計画統計課のモローは，マーカット
にメモを送り，1952米会計年度に日本が援助なしに経済自立できるとい
う説に十分な根拠があることを密かに告げ，この問題について早急にマッ
カーサーと話し合うべきであるとの意見を具申した151)。モローによれば，
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小麦や綿花の輸入をある程度非ドル地域へ転換し，また，対米輸出額の過
少見積り，アメリカからの綿花輸入計画の過大見積りを修正すれば，１億
7,900万ドル(貿易促進政策・技術輸入のために5,000万ドルのドルの使用を追
加的に認めたとしても１億2,900万ドル)のドルが節約できる。したがって，
援助要請予定額9,800万ドル(沖縄基地建設によるドル収入を差引いた場合に
は8,000万ドル)を十分にカバーできてしまうので，援助は不要になる。
　援助を要請する立場の係官が，朝鮮戦争勃発前に，1952米会計年度に
経済援助が不要になるという計算が成り立つと認めていたことは注目に値
する。しかし，援助不要論は, GHQ/SCAPの好まないところであり，モ
ローは，アメリカ政府の援助不要論を論破しなけらばならないと考えた。
　ＧＨＱ/ＳＣＡＰの予算チームは，８月16日に，１億5,000万ドルの要求案
を陸軍省に提出した。６月27日案よりも約5,000万ドル増加したのは，
朝鮮戦争の勃発によって起きた輸入価格の高騰などのために，貿易決済資
金が5,000万ドル余分に必要になるという想定にもとづく152)。この案は，
陸軍省の承認を得，非公式にＮＡＣ(国際通貨金融問題に関する国家諮問委員
会)の関係者に示された153)。
1952年度ガリオア援助折衝　1950年８月18日，ワシントンにおいて，
ＧＨＱ/ＳＣＡＰ，財務省，国務省，陸軍省などの担当者による予算要求の検
討が行われた154)。 ＧＨＱ/ＳＣＡＰから参加したのは，セオドア・コーエン
(ＴｈｅｏｄｏrｅCohen),ロバート・フレミング(Robert Fleming),アーサー・マグ
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ロフリン(Arthur McGlauflin),ケネス・モロー(Kenneth Morrow)であった。
　この会談の冒頭，陸軍省のカーヴィン(WJ. Carvin)は，この案(GHQ/
ＳＣＡＰの８月18日案）は，あくまでも暫定的な案であり，①朝鮮戦争は早
期に終り，日韓の経済関係は回復して，韓国へのＥＣＡ援助輸出（＝ＥＣＡ
援助物資の日本での買い付け）が増大する，②対日講和条約はまだ実現しな
い，という前提に立つものであると述べた。
　朝鮮戦争のための軍需調達（朝鮮特需）について, GHQ/SCAPと陸軍省
は，1951米会計年度7,500万ドルと見積もった。実際には，特需契約高
約３億2,900万ドル，特需支払高約２億7,200万ドルにのばった。この見
積りの３倍～4倍に達したことになる。８月時点では朝鮮戦争の成行きは
不透明で，特需の規模を予想できなかったとはいえ, GHQ/SCAPが意図
的に過少に見積もったことは明らかである。財務省のスチュアート(Arthur
Stuart)は，朝鮮戦争開始から１ヵ月間ですでに3,000万ドルの特需契約が
なされている事実を挙げて, GHQ/SCAPの見積りは過小評価だと指摘し
た。コーエンは，支払いは契約よりも時期が遅れるから，特需契約の増加
はただちにドル収入の増加に帰結しないと応えた。
　陸軍省のカーヴィンは，朝鮮戦争によるマイナスの影響として，輸入価
格の高騰，輸入量の増大，在日米軍の朝鮮半島への移動による軍人の消費
の減少，韓国からの米穀輸入を米国産小麦に切替える必要性などを数え上
げ，コーエンの主張を助けた。 GHQ/SCAP と陸軍省の説明について，財
務省のスチュアートは，「計画に責任のある立場の人は通常こうした反応
を示すものではあるが」，それにしてもＧＨＱ/ＳＣＡＰや陸軍省の見通しは
悲観的すぎると批判した。
　このように，1952米会計年度の援助予算の折衝は始まったが，朝鮮戦
争の勃発は，援助額の算定作業をきわめて困難にした。
　10月に，陸軍省は，８月16日案の１億5,000万ドルを，約１億3,900
万ドルに減額した修正案を予算局に提出した。要求額は総額１億7,500万
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ドル，内訳は，対日経済援助１億3,930万ドル，対日行政費1,190万ドル，
対沖縄経済援助1,930万ドル，対沖縄行政費340万ドル，その他行政費
110万ドルであった。予算局の担当者は，現時点で日本の対する経済援助
を正確に見積もることは不可能であるから，仮の数字として受取るが，後
日，見直したいと述べた155)。
　後述するように，10月15日のウェーキ島会談でマッカーサーは，具体
的な時期は示さなかったが，ガリオア援助の代りに占領費一部ドル払いを
実施する方針を示唆した。これは,GHQ/SCAPが，近い将来におけるガ
リオア援助の打ち切りを受け入れたことを意味する。それ以後, GHQ/
ＳＣＡＰによる，1952米会計年度の経済援助要求は，急速に勢いを失った。
　予算折衝は年を越し，1951年２月９日，陸軍省はＧＨＱ/ＳＣＡＰに対し
て，３月初めに行われる予算局のガリオア予算ヒアリング用の資料として
は，日本の行政費，沖縄経済援助，沖縄行政費の分のみを提出し，日本へ
の経済援助の分は提出しないと通告してきた156)。陸軍省は1952米会計年
度の対日ガリオア援助を断念したのである。
1951年度ガリオア予算の削減　1952米会計年度のガリオア予算編成と併
行して，1951米会計年度ガリオア予算の削減が問題になった(表12)。1951
米会計年度はすでに始まっていたが，米議会上院歳出委員会が，８月３日，
国防以外の予算項目で総額５億5,000万ドル(全体の10％)を削減する決
定をし，それに伴って，ガリオア予算総額は２億8,800万ドルから２億
3,500万ドルに削減される見通しとなった157)。
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表12　1951米会計年度対日ガリオア予算の推移
　1951米会計年度の対日経済援助は,当初２億5,100万ドルであったが,８
月末の予算組み換えで，２億3,270万ドルに減額された158)。その後，上
院における予算削減を踏まえて, GHQ/SCAP内部では２億3,270万ドル
から２億2,000万ドルヘの小幅な削減案を立てたが，10月７日に，アメ
リカ政府の予算局は，朝鮮特需により日本経済が潤っていることを理由
に，１億8,270万ドルヘ，約21％の予算カットを決定した159)。陸軍省は
予算カットに抵抗したが，陸軍省のカットは，朝鮮特需が3,200万ドルに
のぼっているという現実に裏付けられていただけに，受け入れざるをえな
かった160)。
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　（2）占領経費の米側負担問題161)
ドル払い問題の起源　本節では,pay-as-you-gopolicyという名称で,1950
年末から51年にかけて，アメリカ政府内で論議された問題の発端につい
て述べる。
　pay-as-you-goというのは，「現金払い」という意味であるが，ここで
は占領経費をアメリカ政府がドルで支払うことを意味する。1950年秋の
マッカーサーの示唆がきっかけとなって具体化した。1951年６月にアメ
リカ政府内で決定に至り，その方針は日本政府に伝えられ，1952米会計
年度より実施された。実施されたのは，占領経費全額の米側負担ではなく，
ほぼ半額の米側負担である。これを,partialpay-as-you-go policy（一部
ドル払い政策）と呼ぶ。その後，1952年２月締結の日米行政協定により，
在日米軍基地維持費うち１億5,500万ドル（約半額）の日本側負担が取り
決められた（防衛分担金）。
　占領経費を米側が負担するという考え方は，1950年初めに，対日講和
条約の構想との関連で提起された。占領経費の日本政府負担は国際法で認
められた処理であるから，占頷下であれば，日本側負担原則に疑問が提起
されることはありえない162)。しかし，冷戦の開始とともに，アメリカ政
府が，米軍を長期間にわたり日本に駐留させる構想が浮上すると，駐留軍
の経費負担が問題となった。
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　1949年９月，アチソン国務次官のイニシアティブで，対日講和へ向け
ての本格的な動きが始まった。難問は，軍部が強く求める米軍の長期駐留
と，講和条約締結とを，いかにして両立させるかであった。
　軍部とＧＨＱ/ＳＣＡＰと意見を調整するために，ヴォーヒーズ陸軍次官は
1950年２月27日に「部分条約構想」を提起した163)。それは，正式の講
和条約は締結せず, GHQ/SCAPも存続するが，日本政府に対して，内政
・外交面での主権行使を認めるという内容であった。その際には，占領に
伴う費用負担は免除することとされた164)。
　1950年６月22日，講和問題についてのマッカーサー・ダレス会談が行
なわれた。この会談で，マッカーサーが日本の全土基地化か必要だと述べ
て，軍部の基地存続論に同調し，アメリカ政府内の対日講和に関する合意
形成が大きく前進したことは周知のところである165)。
　この会談を踏まえ，６月23日にマッカーサーはメモを作成した166)。メ
モは，在日米軍はすべて米側負担で維持され，米軍および米軍人が引き起
こす物的人的被害はアメリカ政府が全面的に責任を負うべきだと述べてい
る。そして，「現在年間３億ドルに上っている米軍駐留費がドル払いにな
れば，日本国民は，米軍駐留が自国の経済に貢献すると歓迎するだろう」
と，ドル払いが米軍駐留を円滑にすると主張した。
　以上のように，ドル払いは，講和条約（ないし講和条約に代る条約）の締
結後の在日米軍維持経費の問題として提起された。
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　日本政府は，すでにこの頃には，対日経済援助打ち切りと終戦処理費と
の関係を意識していた。 ＧＨＱ/ＳＣＡＰから情報を得ていたものと思われる。
大蔵省調査部の「対日援助打切りの影響について」（1950年５月30日）と
題する文書は，つぎのように述べている167)。
　「1950～51年度の対日援助費２億9,500万ドルが打切られても，終戦処
理費1,090億円の支出が同時に停止され，米国が日本占領費として３億
200万ドルをわが国に支払うこととなる場合には，対日援助費が打切られ
ても，わが国の貿易や国際収支に悪影響はない。」しかし，対日援助だけ
が打切られ，終戦処理費の支出が継続する場合には，「援助打切りの苦痛
は相当大ではあろう。」
　上記のマッカーサー・ダレス会談が行なわれた日，ハリー・カーンの斡
旋で，ダレスと沢田廉三，渡辺武らが懇談した。この席で，ダレスから日
本の経済自立の時期を尋ねられた渡辺は，「仮に占領費又は軍事基地に対
して日本が行ふservice及物資を弗で払ふならば援助費なしでもやってゆ
ける勘定になるかもしれない」と答えた168)。
ＧＨＱ/SCAPの朝鮮特需米側負担方針　朝鮮戦争は，まったく新たな状況
をもたらすことになった。占領とは無関係の朝鮮戦争のための調達の出現
であり，その費用を誰が負担するのかという問題である。
　この問題に対するＧＨＱ/ＳＣＡＰの態度は明確であった。 ＧＨＱ/ＳＣＡＰは，
朝鮮戦争の勃発直後に，朝鮮特需は占領経費（終戦処理費）から切り離し，
業者と米軍とが直接契約し，その代金はアメリカ側か全額負担する方針を
公表した。
　これ以後，占領軍による調達は，従来からの，在日占領軍を維持するた
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めの特別調達庁を経由する間接調達と，朝鮮戦争のための直接調達の２本
建てとなった。
　朝鮮特需を，占領のための調達と分離する方針は，７月３日に極東軍総
司令官(ＣＩＮＣＦＥ)名で，第８軍司令官,極東軍司令執務団司令官(ＣＧ HG ＆
Service Group),極東空軍司令官(ＣＯＭＮＡＶＦＥ)，極東空軍司令官(ＣＧ FEAF)
宛に発せられた通牒によって示された169)。
　　ａ.　　日本政府は，今後も，原則的には終戦処理費によって占領を支持し続ける
　　　ことになる。
　　b.朝鮮向けに船積みする物資の費用は，朝鮮に対する直接の援助物資である
　　　か，米軍の作戦を支持するための物資であるかにかかわらず，アメリカ合衆
　　　国が負担する。
　　ｃ.　われわれの朝鮮における作戦によって生じた，通常の占領費を上回る特別
　　　の費用は，アメリカ合衆国が負担する。
　　d.上記の合衆国の費用は，終戦処理費が[日本にとって]過重負担とならない
　　　ように，可能な限り，終戦処理資外で支払われなければならない。
　この方針を受けて, GHQ/SCAP内では特需物資の支払方法等について
検討がなされ，７月８日までに，ほぼつぎのような具体的方針が固まっ
た170)。
1　朝鮮戦争のための調達はできるだけ，日本の業者からの直接調達とし，
　政府機関を介さないようにする。
２　終戦処理費による朝鮮戦争のための調達は，労務者の調達に限定する。
　労務者調達の費用は，あとで日本政府に弁済する。
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３　朝鮮戦争のための調達は，単一の機関（おそらく第８軍調達部が適当）
　に集中する。
　極東軍司令部, GHQ/SCAP各部局，日本政府による協議を経て，７月
13日に以下の支払い方法が決定した171)。
①調達契約は原則として，米軍と業者との直接契約による。
②業者は物資を米軍に納入する時にレシートを受け取り，これを米軍の経
　理部に提示する。
③米軍の経理部はドル表示小切手を業者に交付し，業者はこの小切手を指
　定銀行に示して，円貨を受取る。
④小切手買取銀行はドル表示小切手を外国為替管理委員会に持ち込み，円
　資金を得る。
⑤外国為替管理委員会は，在日外銀支店からドル貨を取り立てる。
　吉田首相は，７月14日の施政方針演説において，「万一大戦争の勃発し
た場合，軍備撤廃の結果わが安全保障は国民懸念の中心であったが，国際
連合の今回の措置はわが国人心の安定に益するところはなはだ大なりと信
ずる。わが国は，現在積極的にこれに参加する立場にはないが，可能な範
囲内でこれに協力することは当然のことと信ずる」と述べた172)。
　この時点では，米側ドル払いの方針は決まっていたのだから，吉田の「可
能な範囲内の協力」には，日本政府の財政負担は含まれていなかったと見
るべきだろう。
陸軍省の意向とＧＨＯ/SCAPの反発　しかし，朝鮮戦争のための調達に要
する費用をアメリカ政府が全面的に負担するというＧＨＱ/ＳＣＡＰの方針を，
アメリカ政府がすんなりと認めたわけではなかった。
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　７月７日，極東軍司令官マッカーサーは，陸軍省に，上記のGHQ/SCAP
方針を伝えた。
　これに対し，陸軍省は７月21日，極東軍に，朝鮮での軍事作戦を支援
する目的で日本国内で調達する労働力に要する費用を，①終戦処理費，②
日本政府の特別支出，③見返資金のいずれかの方法で，日本側が支払うこ
とを提案した173)。
　陸軍省の提案にマッカーサーは強く反発し，以下の内容の電報を陸軍省
に打電した174)。
　将来において，ガリオア援助の返済に上乗せする形で，あるいは現在，
対日援助額を削減することにより，朝鮮戦争のコストを日本側に負担させ
ようという考え175)には，まったく同意できない。そのようなことをすれ
ば，占領政策に対する日本人の信頼を損ねるだけでなく，再生しつつある
日本経済をアメリカは搾取せんとしているとの国際的な非難を蒙ることに
なろう。軍需調達に対して，ドルの現金払を行うこと(pay-as-you-go proce-
dure)は唯一，正しい方法である。朝鮮戦争の軍需調達が，日本に過大の
利益を与えるという主張は支持し得ない。占領軍が朝鮮へ出兵すれば，在
日米軍の円セールは減少するし，日本からの物資調達はインフレを再燃さ
せかねないというリスクを孕んでいる。特需調達のために，終戦処理費や
見返資金を用いるという案は，日本政府の財政負担を過重にし，国内の投
資計画を阻害する惧れがあるので，賛同できない。
　陸軍省は，７月６日のＧＨＱ/ＳＣＡＰの方針を受け入れることを決めた176)。
7月22日，陸軍省は1951米会計年度の補正予算要求に，朝鮮戦争のため
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の日本からの労働力調達に要する費用840万ドルを計上するよう，国防長
官に要請した。その際，陸軍省は，日本からの調達費用をアメリカ政府が
支払うならば，当然，ドル不足を改善するために支出している対日経済援
助（ガリオア援助）は削減されるべきとの考えを示し，この追加費用は決
してアメリカ政府の支出増大にはつながらないと釈明した177)。
　8月26日，国防総省は，日本からの労務調達に要する費用を，日本政
府の負担とせず，米国政府の補正予算として要求することを，にの措置
が日本に対するＧＡＲＩＯＡ援助の削減につながる」ことを前提に承諾し
た178)。
　このように，陸軍省は一方で朝鮮特需のドル払いというマッカーサーの
主張を受け入れ，他方では，対日援助予算に対する米議会やアメリカ世論
の風当たりに配慮して，特需収入が増加すれば対日援助は減少することに
なると説明したのである。
　８月14日, GHQ/SCAPは，朝鮮戦争のための調達には終戦処理費を充
当しないと，正式に発表した179)。
　　　朝鮮事変発生直後にマッカーサー元帥が確立した政策の下では，朝鮮におけ
　　る作戦のために必要となった費用は，それがたとい日本本土内で必要とされる
　　ものであっても，これを賄うために占領軍維持費として計上されている日本政
　　府資金は全然流用されていない。その政策の１つの結論として在鮮国運筆が必
　　要とする補給物資と資材調達のために日本ですでに3,000万ドル以上の経費が
　　支出された。朝鮮作戦遂行のために必要となった日本における不動産の賃借料
　　と建設費用は，一切米国が負担することになろう。朝鮮作戦の結果，日本にお
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　　ける軍用道路は輸送の増大によって損傷がひどくなったので，その維持につい
　　ては日本の道路建設５ヵ年計画から除外されて，関係軍事機関がこれを維持す
　　ることになろう。要するに，結論としていえることは，米国は北鮮共産軍の行
　　動によって間接的にもせよ，日本における占領軍の第一の使命である日本経済
　　の復興が阻害されるようなことは許さない決意である。
　朝鮮戦争の調達の問題はこれで一応解決し，焦点は，ふたたび占領経費
の米側負担問題に移っていった。
ウェーキ島会談（1950年10月15日）1950年10月15日，太平洋上のウェ
ーキ島で，トルーマン大統領とマッカーサー司令官との会談が行なわれた。
仁川上陸作戦（9月15日）が成功し，国連軍が京城を奪回した（9月26日）
後のこの会談は，朝鮮戦争に対する楽観的な見通しのもと，くつろいだ雰
囲気の中で行なわれた。差し迫った課題はなく，中国の朝鮮戦争への介入
の可能性についてマッカーサーの意見を聞くとともに，極東問題一般につ
いて意見交換を行うことが目的であった180）。
　この会談では，対日講和条約や米軍の条約発効後の駐留問題もとりあげ
られ，その際に，占領経費の一部木偶負担の問題が議論された181)。当時，
マッカーサーは，朝鮮戦争に中国軍は介入せず，戦闘は間もなく終結し，
第８軍の大半がクリスマスまでには日本に戻るという楽観的な見通しを持
っていた182)。
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　講和条約発効後の問題について，トルーマンが，日本がみずから安全を
確保できるようになるまでアメリカは３個師団ないし４個師団を日本に配
置する必要があるかと尋ねたのに対し，マッカーサーは，3～4年間は維
持する必要があると答えて，「現在，日本は戦時法規に従って，米軍部隊
に非常に多くの物資を供給している。日本側は年間３億ドルを出費してい
る。それには，兵舎や電灯などが含まれている。もし講和条約が締結され
るならば，これは変更されるべきだと私は考える。米軍部隊は自分で支払
わねばならない。われわれは，賃借料などを払わねばならない。米軍部隊
の維持のための経費を支払わなくてもよければ，日本人は米軍の駐留に反
対しないだろう。」と付け加えた。また，マッカーサーは，米軍部隊と日本
人との間には「完全な友情」が存在することを強調し，「日本人はわが軍
に好意をもっている。米軍部隊の存在は繁栄を意味するからだと思う。米
軍部隊は金を使い，稼がせるからだ」とも述べた。さらに，ガリオア援助
については，講和条約が発効すればガリオア援助が終了し, GHQ/SCAP
も廃止されるのは当然であり，1952年には日本は経済自立できるとした。
　ついでハリマンが，米軍が韓国から日本に戻った際に，米軍駐留費用の
一部支払を開始する必要があるかと尋ねたのに対し，マッカーサーは，「ガ
リオア援助を与える代わりに，駐留費用の一部を支払うことは，もし実現
すれば，満足のいく方策だ」と，ガリオア援助に代るものとして，占領経
費の一部米側負担を提案した。ペイス国防長官(FrankPace)は，この措置
は「非常に大きな心理的効果ももたらすだろう」と，賛意を表したが，同
時に，議会はこの提案を好まないだろうから，議会の歳出委員会の同意が
得られるかどうかとの懸念も示した。
　以上から明らかなように，講和条約締結よりも前に朝鮮戦争が決着し，
第８軍が朝鮮から日本に戻るとの予想に立って，マッカーサーは，第８軍
の日本への帰還と，講和後の米軍の駐留をスムーズに進めるための措置と
して，占領経費の一部支払の開始を提案したのであった。
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陸軍省の検討　マッカーサーの提案を受けて，陸軍省は検討を行い，11
月10日にその結果を米極東軍司令部に伝えた183)。
　この文書は，アメリカ政府の関係部局の以下の意見を紹介している。
①議会は，占領経費ドル払いの支出額が，日本のドル不足よりも多額に上
　ることを好まないであろう。
②国務省は，アジアの人々へり心理的影響を考えるなら，米軍は日本の利
　益と安全のために駐留するという前提で，在日米軍の維持経費の一部
　を日本側に支払わせるべきであるとしている。
③予算局は，占領経費（現在の終戦処理費）の一定割合を米側が支払う方式
　よりも，定額を支払う方式のほうが好ましいと考えている。
　その上で，陸軍省の提案として，つぎの方針を示した。
①1952米会計年度の米側負担はおおよそ１億4,000万ドルとする。
②講和条約の発効により，この制度にはなんらの変更も生じない。日米二
　国間条約は，この制度を確認するだろう。
③ガリオア債務で相殺したり，見返資金から支払わせることは考慮しない。
　ガリオア援助の返済は求めず，見返資金は講和条約批准の後，日本政
　府に引渡すのが望ましい。
　このように，陸軍省は，議会やアメリカ政府の他部局の意見を考慮して，
日本のドル不足額（＝ガリオア援助要求額）の範囲で米側が負担するプラン
を作成したのである。
ドッジの意見　ドッジは陸軍省から意見を求められ，つぎのような回答を
寄せた184)。
①占領経費の一部を，経常的安全保障費の一部として日本政府が自発的に
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　支払うように，日本政府を誘導するのは困難ではないだろう。将来，
　条約が制定され，米軍が縮小ないし撤退し，日本政府の防衛経費が増
　大するまで，日本政府が支払い続けるのは当然である。
②日本側負担の占領経費を，見返資金から支出するのは，妥当ではない。
　占領経費負担は，本来ならば日本政府が負担すべき国防費の代わりで
　あるから，財政資金（終戦処理費）から支払うのが筋である。
③日本に対しガリオア債務を免除することには反対である。 ECA （経済協
　力庁）はガリオア援助を，賠償に優先する債務であるとしており，また，
　日本政府も進んで返済する意思を表明しているので，免除しないほう
　がよい。長期返済の形式を取れば，アメリカは，将来20年間に亘り，
　日本経済に対する発言権を持つことができるだろう。
　以上のような見解を踏まえて提起されたドッジの案は，以下の通りであ
った。
①アメリカは在日駐留軍経費として年１億4,000万ドル（500億円）を支
　払う。
②日本は警察予備隊の維持経費を支払うほか，在日米軍維持経費として
　500億円を支払う。うち, 125億円は日本政府への贈与とし, 375億円
　はガリオア債務と相殺する。（すなわち，20億ドルのガリオア債務の20年賦
　償還となる。）
③占領費米側一部負担は，1951年７月１日から実施する。
　マッカーサーは，米軍駐留が経済的利益を日本にもたらさなければ，日
本国民に米軍駐留は円滑には受け入れられないと考えた。たが，この問題
をドッジは，日本側の防衛コスト負担の問題とリンクさせ，在日米軍は日
本に安全保障のために存在するのだから，駐留経費は日本側が喜んで支払
うべき性格の負担であると位置付け直したのである。こうして，1952年２
月に日米行政協定によって制度化された防衛支出金の基本的な枠組みが，
陸軍省の意向を汲んだドッジによって示された。
　　　　　　　　　　　　　　　－273－
昭和26年度終戦処理費予算　昭和26（1951）年度終戦処理費を計画より
も削減すべきだと，ドッジはつぎのように述べた185)。
　昭和25年度の終戦処理費の消化が進んでいないことに日本政府の側は
気付いており，昭和26年度に前年度並の1,065億円を計上することは問
題である。終戦処理費を減額しなければ，マッカーサーが７月22日に表
明した朝鮮戦争関係経費のドル払いの原則に反することになろう。 1950
年12月１日までに，昭和25年度終戦処理費の一部返還を表明し，昭和
26年度予算については，計画額の10％を削減すべきである。
　ドッジは「終戦処理費予算の問題には正直に対処しなければならな
い」186)という立場をとったが，この提案が実現しなかったのは，おそら
くＧＨＱ/ＳＣＡＰの抵抗によるものと思われる187)。しかしドッジは，終戦
処理費の減額にはこだわらなかった。終戦処理費はやがて防衛費にとって
代られるので，あえて現在削減する必要はないと考えたからである188)。
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